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使用済燃料の処分に係る審査会合でのコメントについて

第448 回核燃料施設等の新規制基準適合性に
係る審査会合（2022年6月27日）でのコメント

設置変更許可申請書の記載においては、一定程
度の実現可能性を確認することになるので、国内で
再処理を行うことが現時点で計画されていない場
合は、将来の必要な時期に変更することも選択肢
として、今回の設置変更許可申請の記載について
検討すること。

我が国においては、高速炉開発の方針、戦略ロードマップ、第
６次エネルギー基本計画など、核燃料サイクル推進を堅持する
方針である。また、2050年カーボンニュートラルへの貢献等の観
点から、実証炉の概念設計、導入に向けたロードマップがより具
体化されつつある。
（参考資料１、参考資料２）
JAEAには、核燃料サイクル開発の中心的役割を担うことが期
待されており、再処理を含む高速炉サイクル開発の研究開発を
着実に推進していく。このため、処分の方法については、現行の
記載を踏襲させて頂きたい。

設置変更許可申請書「使用済燃料の処分」の申請書変更案



参考資料１
国の高速炉・核燃料サイクル政策と最近の動きについて
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国の高速炉・核燃料サイクルに係る主な政策について

「戦略ロードマップ」 （2018年12 月21 日原子力関係閣僚会議決定）

2050 年カーボンニュートラルに伴う グリーン成長戦略（2021年６月決定）

第６次エネルギー基本計画 (2021 年10 月決定)

我が国は、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減等の観点から、使用済燃料を再処理し、回収され
るプルトニウム等を有効利用する核燃料サイクルの推進を基本的方針としている。

【使用済MOX燃料の処理・処分】
使用済ＭＯＸ燃料の発生状況とその保管状況、再処理技術の動向、関
係自治体の意向などを踏まえながら、引き続き2030年代後半の技術確立
を目途に研究開発に取り組みつつ、検討を進める。

【高速炉】
「高速炉開発の方針」及び「戦略ロードマッ
プ」の下、米国や仏国等と国際協力を進め
つつ、高速炉等の研究開発に取り組む。

「高速炉開発の方針」(2016年12月)に基づき、研究開発政策の在り方やプレーヤーの役割を定めた「戦略ロードマップ」を策定し、開発を推進中。

＜スケジュール＞
⚫“高速炉の本格的利用が期待されるタイミングは21世紀後半
のいずれかのタイミング“
⚫“例えば21世紀半ばの適切なタイミングにおいて、技術成熟度、
ファイナンス、運転経験等の観点から現実的なスケールの高速炉
が運転開始されることが期待”

＜開発の進め方＞
【ステップ１：競争の促進】
“当面5年間程度は、これまで培った技術・人材を最大限活用し、民間によるイノベー
ションの活用による多様な技術間競争を促進する。”
【ステップ２：2024年以降に採用する可能性のある技術の絞り込み・重点化】
【ステップ３：今後の開発課題及び工程についての検討】
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最近の高速炉サイクル開発の動向

「戦略ロードマップ」改訂の方向性（案）（第18回 高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ 2022年9月13日）

「戦略ロードマップ」改訂の方向性（案）より
2024 年以降の開発のあり方について具体的な開発マイルス
トーンを設定し、関係者の役割をより明確にするため「戦略ロー
ドマップ」を改訂することとしたい。

2023 年夏： 2024 年以降の概念設計の対象となる炉概念の仕様を選定
2024 年度～2028 年度： 実証炉の概念設計・必要な研究開発
2026 年頃： 採用する燃料技術の具体化
2028 年頃： 炉の概念設計の結果と制度整備の状況等に基づき、実証炉の基本設計・

許認可の開始への移行判断

カーボンニュートラルやエネルギー安全保障の実現に向けた革新炉開発の技術ロードマップ（骨子案）

高速炉の技術ロードマッ
プでは、2040年代半ば
に実証炉の運転開始

第29回 総合資源エネルギー調査会 電
力・ガス事業分科会 原子力小委員会
（2022年8月9日）



参考資料２
高速炉燃料再処理の研究開発の状況と方向性
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高速炉燃料再処理技術開発の状況について

 これまでCPFで実施してきた「常陽」使用済燃料を用いた小規模の再処理プロ
セス試験等により、既に、高速炉燃料再処理の技術的な成立性見通しを得て
いる。

 高速増殖炉サイクル実用化研究開発（FaCT)及びそれ以降の研究開発にお
いて、経済性向上や放射性廃棄物の減容化・有害度低減に向けたマイナーア
クチニド（MA)の分離・回収に向けた開発を進めている。

MA分離回収ホット試験の実施状況

MA分離回収用抽出クロマトグラフィー機器概要図

「常陽」照射済燃料

せん断

溶解

U-Pu（-Np）
抽出溶液

抽出／逆抽出

溶解試験の状況

遠心抽出器試験装置残渣へのPu移行率
を0.1%以下とする
溶解条件を確認

U及びPu回収率99.9%、
Np回収率99%、除染係
数（全γ）104を達成
する抽出条件を確認

「常陽」照射済燃料を使用したCPFでの再処理試験[1]

[1] N.Masaumi, et al., “Uranium, Plutonium and Neptunium Co-recovery with Irradiated Fast Reactor MOX Fuel by Single Cycle 
Extraction Process”, Atalante 2008: Nuclear fuel cycle for a sustainable future, France (2008)
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高速炉燃料再処理技術開発の方向性

 戦略ロードマップにおいては、
・ 我が国が核燃料サイクルの意義として、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の
減容化、潜在的有害度の低減の３点の意義を掲げ、高速炉開発を推進してきたこと
・ 21世紀半ば頃の適切なタイミングにおいて、現実的なスケールの高速炉が運転開始
されることが期待される」こと、
・ 高速炉の意義を実現するためには再処理技術を伴う必要があること
が示されている。

 高速炉燃料の再処理技術や、高速炉を利用したMAの分離変換システムの実用化を
目指した開発の中で、「常陽」使用済燃料の国内再処理は重要な研究開発オプション
であり、これまでの工程技術開発の成果を踏まえて、この実現性はあると評価している。

 MA分離・回収を含む高速炉燃料再処理を実用化するためには、実際の使用済燃料
を使用した小規模試験、コールドやウラン（未照射）溶液を用いた工学規模試験に
加え、使用済燃料を用いた工学規模試験（実証試験）が不可欠であると考えられる。
この実証試験には「常陽」使用済燃料を適用することが合理的であると考えられる。

 直近の戦略ワーキンググループ会合（9/13）では、2028年頃に実証炉の基本設
計・許認可の開始への移行判断を行うことが提言されている。また、燃料サイクル技術
開発の中心的役割を原子力機構が果たすことが期待されている。
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参考： 第18回 高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ 2022年9月13日 資料１
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第18回 高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ 2022年9月13日 資料１
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第18回 高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ 2022年9月13日 資料２


